
  

Ⅶ 人権施策の推進体制等 

１ 人権施策の推進体制 

人権施策の推進にあたっては、職員一人ひとりがこの指針の基本理念に基づいて行動する

とともに、かながわ人権政策推進懇話会委員からの意見等も聞きながら、県庁内で関係局等

が連携し、適正かつ積極的に取り組みます。 

庁内では、人権施策の円滑、適正な推進を図るため、全庁的な推進体制として、神奈川県

共生推進本部（本部長 知事）を設置するとともに、局ごとに人権男女共同参画施策統括責

任者（局長等）及び人権男女共同参画施策推進責任者（各局企画調整担当課長等）、所属ご

とに人権男女共同参画施策推進主任者兼研修指導者（筆頭グループリーダー等）を設置しま

す。 

また、職員一人ひとりが人権尊重の考え方を常に自覚して職務を行うよう、全所属で年度

ごとに「人権に配慮した職務遂行計画」を作成し、その評価を行い職務に生かします。 

庁外では、企業、民間団体、行政等で構成する「神奈川県人権啓発推進会議」やＮＧＯ・

ＮＰＯ等と協働・連携して啓発活動や相談・支援など人権施策の推進に取り組みます。 

  

 

 

〔人権施策に関する意見〕 
かながわ人権政策推進懇話会 

  構成員 学識経験者 
        人権擁護委員 
         弁護士 
         人権団体 
         労働団体 
         経営者団体 等 
・人権施策推進指針についての意見 
・人権課題、施策の推進方策についての助言等 

〔県庁内推進体制〕 
神奈川県共生推進本部 

   本部長 知事 
   構成員 局長会議の構成員等 
・人権施策推進指針の策定及び推進 
・人権施策の総合的な企画及び調整 
・人権施策推進指針の取組状況の把握 
・局等推進体制の整備 

〔人権施策の企画調整〕〔人権教育の企画調整〕 
共生推進本部室   行政課 

・意見、提案等の受付 ・人権教育研修等の実施 

・啓発事業等の実施   

・相談、支援の実施  〔人権教育の実施〕 
             総合教育センター 

〔人権施策の実施〕  ・人権教育研修等の実施 
事業課       ・相談、支援の実施 

・啓発事業等の実施   学校等教育機関 

・相談、支援の実施  ・人権教育の実施  

企 
 

 

業 
 

 

等 

   

 
 

 
 

 

市 

町 

村 

Ｎ
Ｇ
Ｏ
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
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〔NGO・NPO 等との協働・連携〕 
・啓発活動、相談・支援 
 

県 
〔企業、民間団体等との協働・連携〕 

神奈川県人権啓発推進会議 
    構成員 企業 

          民間団体 

           労働団体 

           経営者団体 

           横浜地方法務局 

           市町村 等 

   事務局 県 

・人権啓発事業の実施 
・人権研修の支援 

〔市町村との協働・連携〕 
県・市町村人権主管課長会議 

・人権施策事業の推進等を協議 

 
全県人権教育担当者連絡会議 

・人権教育の推進等を協議 
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２ 人権研修の実施 

職員一人ひとりの人権感覚を磨き、人権尊重意識の定着を図るため、人権男女共同参画施

策推進主任者兼研修指導者に対する研修を実施します。また、全所属で職務内容に応じた人

権研修を実施します。 

 

３ 県の人権施策への提案等 

県の人権施策をより幅広く着実に推進するため、県が実施する人権の推進に関する施策ま

たは事業についての県民、企業等からの提案、意見、要望、苦情等を受け付ける窓口（共生

推進本部室）を設置します。 

提案等については、提案等に係る所管課に検討を依頼し、その結果を提案者に回答します。 

 

提    案    者 

 

 

提案等受付窓口 

（共生推進本部室） 

 

 

提案等に係る所管課 

（施策・事業への反映の検討） 

 

４ 人権課題の取組状況等の報告 

主な人権課題に対する県の取組状況や県民、企業等からの提案等についての対応状況を「か

ながわ人権政策推進懇話会」に報告し、意見を求めるとともに、その意見を関係局等と共有

し、県の取組みへの参考とします。 
 

提案等 

提案等について検討を依頼 

回答 

回答 

（回答） 
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